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研究成果の概要（和文）：サステナビリティ・トランジション論が提供する分析視座（MLP）の下、電力システ
ムの分散化を志向した、スマートグリッドを用いた地域エネルギーマネージメントシステム（EMS）の導入過程
に考察を加えた。事例研究では、アクター間の政治的・権力的な相互作用に関して実証的分析を行った結果、イ
ノベーションを通じたシステム・トランジションの可否を左右する要因として、現行システムに既得権を有する
支配的アクターと地域EMSの社会実装を選好する新規アクターとの間の意図せざる共振的な関係性や、地域EMSの
実装範囲や収益性を巡り民と官の間で合意形成が頓挫したことが新規アクター間の協調を困難にしたことなどを
明らかにした。

研究成果の概要（英文）：Employing the multi-level perspective found as a central analytical 
framework in the field of sustainability transitions, this study examined processes where local 
energy management systems (EMS) utilizing smart grids were implemented in experimental projects. 
Focusing on the actors' political interactions and power relations thereof, the analyses found a 
series of contributing factors as to how transitions via innovation towards a more 
decentralized/dispersed system were taking place. Such factors are, for examples, a rather 
unintended synergetic/cooperative relationship between the dominant (regime) actors who preferred 
maintaining the current centralized systems and the new (niche) actors who sought to have the local 
EMSs practically run in their communities and also the impossibilities to reach consensus among the 
new actors who could not resolve different preferences between the private businesses and the local 
governments in terms of the EMSs' operational and monetization scales.

研究分野： 環境・エネルギー政策、政治学、公共政策学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
事例研究からは、サステナビリティ・トランジション論の先端業績が示唆する、既存電力システムの支配的アク
ターが有する構成的権力の強さが、変革（ニッチ・イノベーション）を志向する新規アクターとの関係性におい
て、なぜ、どのように維持・再生産されるのか、また、新規アクター間の合意形成の不可能性が、イノベーショ
ンにとって必須となる革新的権力の発現および変革的権力への展開を、なぜ、いかにして阻むのか、といった点
の解明に資する経験的知見を得た。一連の知見からは、MLPの拡充に向けた理論的貢献のみならず、スマートグ
リッドを用いた地域EMSの今後の普及可能性を展望する際の、貴重な実践的含意をも導くことができる。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
持続可能（sustainable）な社会システム（societal systems）への移行・転換という政策課題にア
プローチする上で、所謂「サステナビリティ・トランジション論（sustainability transitions）」の
有用性が指摘される。同論の中核に位置する分析視座である MLP（multi-level perspective）を巡
っては、その拡充・発展の方向性として、現行システムにおける既得権者である支配的なアク
ター（レジームアクター）と、イノベーションをもって変革を成そうとする新規アクター（ニ
ッチアクター）との間の政治的な相互作用、および、そこに看取される権力（power）の作用の
より明示的な概念化・操作化が課題とされる。これをすることが、当該システムのトランジシ
ョン経路（transition pathways）のより適切な捕捉・理解を得るために不可欠であるとの問題認
識が、そこにはある。 
 
 
２．研究の目的 
（1）本研究では、2000 年代以降のサステナビリティ・トランジション論における権力および
権力関係（power relations）概念の再構築の試みを踏まえつつ、システム・トランジションに関
する理論・分析視座の更なる深化・発展をはかる。 
 
（2）システム・トランジションの実現を企図した社会実験に取り組む地域を対象とした事例研
究を実施する。具体的には、東日本大震災を契機に一段の進展を見たわが国の電力システム改
革をめぐる一連の施策展開を題材に、従来の大規模集中型・垂直統合型から（より持続可能と
謳われる）小規模分散型・水平分散型へ向けたトランジション経路の実際に分析を加える。 
 
（3）上記（2）で得られる知見・理解を（1）の実現のために再帰的（reflexive）に用いる。こ
れにより、実践的有用性・実証的検証可能性のより高い分析概念・枠組み（analytical frameworks）
から成る当該理論・視座の提示を目指す。 
 
 
３．研究の方法 
上記研究目的の（1）に関しては、当該先行研究のレビューとその批判的検討に基礎を置く作業
を行う。これにより、研究目的の（2）の遂行に向けた準備作業として、知見分析のための枠組
みを構成する権力（関係）概念モデルの（再）構築をはかる。その上で、けいはんな学研都市
（京都府域：京田辺市・木津川市・相楽郡精華町）および横浜市における電力システムのスマ
ート化事業（「次世代エネルギー・社会システム実証事業」）を題材とした調査・分析作業に従
事する。本事例研究では、主たる調査手法を関係アクターに対する対面による聞き取り調査に
求め、分析に必要となる経験的知見の十全な獲得をはかる。これに平行して、ここでの分析か
ら得られた経験的知見・理解に依拠しつつ、研究目的の（3）の実現に向けた再帰的検討作業に
従事する。 
 
 
４．研究成果 
（1）本研究では、サステナビリティ・トランジション論における今日の議論状況のレビューを
通じて、当該システムの既得権者たる支配的アクターと変革・イノベーションを担うべき新規ア
クターとの間の権力的相互作用の様態・変転に見る、弁証法的（dialectic）な関係性について新
たな知見を得た。具体的には、従来のMLPの下では対抗関係に立つと見なされていた、支配的
アクターと新規アクターとの間に潜在する（場合によっては、意図せざる）協調的・共振的
（synergetic）な相互作用が、トランジション経路の帰趨を左右する要因となり得るとの、新規
性の高い理解である。 
 
（2）ここでの知見・理解に照らし、研究計画において予定した、分散型電力システムの導入を
企図した実証事業を分析素材とした事例調査（計2件）を実施した。その結果、主には、①支配
的アクター（例：旧一般電気事業者、地域外大規模事業者）の顕現的な権力作用の存在、②それ
による新規アクター（例：メーカー等の民間事業者、地方自治体）のシステム導入やイノベーシ
ョンに対する自己抑制的な態度選択、③ここでの支配的アクターと新規アクターの間に見る相補
的な関係性に起因する既存システムの経路依存性の再帰的な維持・再生産作用、④新規システム
が兼ね備えるべき事業収益性（monetization）の要請とそれを実現するための需要家アグリゲー
ションに起因する、分散型システムの広域化（アップスケール化）・（再）集権化・統合化の不
可避性、⑤このことが新規システムの社会実装過程から「地域性（localness）」を払拭し、当該
自治体による公益性（例：低炭素、レリジエンス）の観点からのコミットメントを将来にわたり
阻害する、といった点が明らかとなった。 
 
（3）また、調査成果からは、上記（2）で見た①②③の作用の強さは、システムの外生要因
（exogeneous factors）として与えられるショック（具体的には、本事例研究においては、東日本
大震災・原発事故の影響が既存電力システムに課した極めて強い選別圧力のことを指す）の大き



さに比例する、との推論が得られる。以上のような、一連の知見・理解は、サステナビリティ・
トランジション論におけるMLP、なかでも、レジームアクターとニッチアクターとの政治的な
相互作用を分析する際の視座・枠組みを批判的に検討・拡充する上で、重要な意義および含意を
持つものといえる。 
 
（4）なお、本研究は、上記事例研究を通じて明らかにした、トランジションの進展を阻害する
各種要因を踏まえつつ、求められる変革・イノベーションを揺籃するための「実験の場（ニッチ）」
により適合的とされる、市民参加型のバックキャスティング手法を用いて、現行システムの経路
依存性を打破し、持続可能なシステム創発を可能とするための、地域ビジョンおよびパス策定の
実践とその方法論構築に向けた試論を展開した。 
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